いのちをはぐくむ瀬戸内海　生物多様性地方座談会 in 広島　議事概要
日時：2011年11月26日（土）　14:00～16:45

場所：TKP広島シティセンター、AICオフィス棟7階A-6会議室

プログラム：

１．生物多様性を取り巻く昨今の状況について　（奥田直久　環境省自然環境計画課生物多様性地球戦略企画室長）

２．各主体からの事例発表

（１）写真・動画企画『命のゆりかご』の取材で知った瀬戸内海の魅力と課題
（衣川圭　中国新聞社報道部　記者）

（２）カブトガニの保護及びその繁殖地の自然環境保全を目指して
（浅野甘喜夫　日本カブトガニを守る会笠岡支部　副支部長・環境カウンセラー）

（３）ミヤジマトンボの保護活動について（中川司　広島県環境県民局自然環境課　主査）

（４）“里海づくり”要素技術としての貝殻循環利用　
（田中丈裕　海洋建設株式会社水産環境研究所　所長）
（５）ニホンアワサンゴを核にした海域公園指定と地域振興の取組について
（藤本正明　NPO法人自然と釣りのネットワーク　理事）

（６）瀬戸内海の生物多様性を体験し守るために～エコツーリズムの構築と活動を通して
（上嶋英機　広島工業大学大学院工学系研究科環境学専攻　教授）

（７）生物多様性えひめ戦略の策定について　

（重川光正　愛媛県県民環境部環境局自然保護課　主任）

４．質疑

　　閉会
【議事録概要】
高橋（環境省）：本日、進行役を務める環境省中国四国地方環境事務所の高橋と申します。開会にあたり、主催者を代表し環境省中国四国地方環境事務所長の水谷よりご挨拶差し上げます。
水谷（環境省）：開会にあたり本日の座談会の開催趣旨について説明させて頂きたいと思います。本年度、生物多様性国家戦略の見直し作業を行っており、その中で全国各地での生物多様性に係わる取組みを把握し、今後どのような課題があるのかを話し合っていけたらと思い、全国8カ所でこのような座談会を実施しています。今回は瀬戸内海に焦点をあて、瀬戸内海を舞台に活動している方の事例を紹介して頂きます。いろいろな分野があり、順調に行っているところや課題があるところもあり、それらの議論を通じて挙がった課題が国家戦略改定の材料となればと思います。
高橋：本日の座談会では、まず環境省より昨年のCOP10の成果とそれを受けた我が国の今後の取組みについて説明し、その後、瀬戸内海地域での多様な主体の取組事例を紹介して頂きます。事例発表を予定していた日生町漁協共同組合長の本田和士様におかれましては先の16日にご逝去されました、謹んでご冥福をお祈り申し上げます。
奥田（環境省）：生物多様性を取り巻く昨今の状況について、COP10を中心に説明、さらに本日の座談会が行われている理由について説明したいと思います。
生物多様性という言葉の定義は、一概にはいえませんが、条約では『生態系の多様性』『種の多様性』『種間の多様性』という意味で定義づけられています。自然の中に様々な生物が存在することに意義があると誤解されがちですが、本来の考え方では、地域固有の自然の中に特有の生物が存在し、それぞれがつながりあっているということに意義があるとみなしています。
また、COP10についてですが、これは20年ほど前に採択された生物多様性条約に関わる会議です。生物多様性を保全するだけでなく、持続的に利用し、得られた利益を世界各国で公平に分け合っていくことを目的としています。昨年に行われた総会では、2010年以降の生物多様性に関する目標が決定され、名古屋議定書にて、遺伝資源に関するABS（アクセス、ベネフィット、シェアリング）のルールが決定されるなど、大きな成果がありました。

この他にも、生物多様性の10年とした今後10年間の方針や、自然の保全と持続可能な利用について世界に発信する試みなど、全体で４７の決定文書が採択されました。
前述の大きな成果のうちの１つは、新戦略計画の愛知目標です。2002年の総会で決定された、多様性の回復に関する目標が達成できなかったことを受けて、昨年の総会で決定されました。2050年までに自然と共生できる社会をつくり、2020年までに多様性の損失を止めるため、具体的な政策として２０の行動計画が決定されました。
　　この愛知目標を受けて、日本国内では、生物多様性に関する国家戦略を改定し、基金の設立や委員会を設置を行い、ABSのルールに従った批准を行うなど、様々な手続きに取り組んでいます。また今後10年間において生物多様性に関する広報活動を推進することが国連総会でも決定されました。
　　COP9の決議を受けて開かれた昨年の国際自治体会議で、生物多様性に関する地方公共団体の取り組みが計画され、今年に入って、自治体ネットワークが設立されました。環境省でも地域戦略を促進するため、自治体に対し様々な支援を行っています。また、COP9の期間中には民間企業が行政機関の取り組みに参加できるよう生物多様性民間参画パートナーシップが設立されました。
　　当座談会は、COP10の成果を受け、地域の方々のご意見をいただき、新たな国家戦略の策定に反映させたく開催させていただきました。パブリックコメント等もふまえて、来年から中央環境審議会で具体的な検討を開始する予定です。
高橋：中国新聞社の衣川さまより連載中の「命のゆりかご」を通して知った、瀬戸内海の魅力や課題についてご紹介頂きます。
衣川（中国新聞社）：中国新聞で月2回連載中の「命のゆりかご」という写真を中心にした記事の取材を通して感じたことを紹介します。この記事の連載はCOP10に関連して始めたもので、瀬戸内海の営みの豊かさや変化に焦点を当て、ときには鳥の目線から、ときには魚の目線から生態系を捉えた写真を、専門家のインタビューとともに掲載しています。
周防大島のニホンアワサンゴについての事例もありますが、瀬戸内海では水質が改善されても、生物が本来の生命力を取り戻していないという点に着目して、漁獲だけでなく、藻場や干潟の広さに問題があるのではないかと考えました。
アイゴの稚魚についてですが、最近になって増殖しているという報告がありました。藻を食べてしまうため、食害を懸念する地域もありますが、アイゴを食べる習慣のある地域では喜ばれているようです。

干潟に住むトビハゼは干潟の減少により住処がなくなってきていますが、この取材を通して干潟が様々な状態に変化することで、生物が生息できる環境が整うということが分かりました。
同じ場所でも短期間で生き物の種類が変わったり、突然増えたり減ったりと、不思議な現象がよくみられるため、継続的な観察が重要だと思います。このような座談会を通じて、みなさんと情報共有を図り、最終的には海と人との距離を縮めたいと思っております。
一般参加者：「命のゆりかご」の連載を通じて読者からの反響はありましたか。
衣川：数は少ないですが、最近のトビハゼの記事への読者からのコメントで「自分が三原港の岸壁で見た魚がトビハゼだったと分かり感動しました。干潟がない場所なので、あのトビハゼはあそこで死んでしまうのかもしれない。」とありました。写真を掲載することで生物についての理解が一つ深まったと思いますし、このように干潟の重要性を考えてくれる読者もいます。
高橋：次に浅野様に、カブトガニの保護及びその繁殖地の保全をテーマにお話し頂きます。
浅野（日本カブトガニを守る会）：岡山県笠岡で約40年前から行ってきたカブトガニの保護や繁殖地である海の保全について紹介します。戦後、笠岡で大規模な干拓事業が計画され、カブトガニの絶滅が懸念された頃、カブトガニを守る会が結成されました。その後、カブトガニ保護少年団が結成され、天然記念物カブトガニ繁殖地の移転に向けての調査、研究、啓発活動が行われました。カブトガニを守る会笠岡支部の活動としては、海岸の清掃、アマモ場の再生と海浜植物の保護、アマモの移植などを行っております。また、自然環境に対して意識を高める学習の場としての学校を開催しております。
　　これらの活動の成果としては、平成15年に笠岡市カブトガニの保護条例が制定されたことと、アマモ場を基盤とする生態系に再生の見込みが出たこと、工業高校からアマモ場再生事業への協力がなされたことです。
　　課題として、カブトガニの繁殖地で潮干狩りが行われないよう保護条例で禁止したものの、罰則がないため、依然として行われており、条例の効力を維持するため改正が必要ではないかと考えています。また、海に流出する生活ゴミを減らすため、ゴミを拾った人たちに処理費用を払わせるような社会のルールをなくしていくべきでないかと考えています。そして、繁殖地周辺の海岸の工事の方法を改め、セメントによって人と海との接点がなくなってしまわないように配慮すべきだと考えています。人の命や生活を常に優先し、自然破壊を省みないような開発をしないよう、価値観を変えるべきだと思います。

最後になりましたが、カブトガニそのものでなく、その繁殖地が天然記念物として指定されたことは、生物的文化財の保護として、とても重要なことだったと思います。
高橋：次に中川様よりミヤジマトンボの保護活動をテーマにお話し頂きます。
中川（広島県環境県民局）：国内で宮島にのみ生息するミヤジマトンボの保護活動について紹介します。現在、ミヤジマトンボの生息が確認されている地域は国外では香港のみであり、生息環境がきわめて不安定であることから、個体数が激減しています。広島県の条例で特定野生生物種に指定され、自然公園法での指定とあわせて二重の捕獲規制がかけられています。
　　2005年、日本トンボ学会の方から、生息地の一箇所に廃船が２艘放置され湿地へ油が流出しているとの報告があり、他の一箇所でも水路が砂に埋まって湿地が排水されず、幼虫の生存が危機的な状況だという報告がありました。その後、密猟によって個体数が激減してしまったため、生息環境の抜本的な改善を図るため、ミヤジマトンボ保護管理協議会が設立されました。
　　主な保護活動のうち、1つ目は生息地の管理です。台風や大潮によって水路に砂が堆積すると、海水が入らなくなり湿地が淡水化し、結果的に幼虫が生存できなくなってしまうため、人為的な管理が必要とされます。2つ目は、生息域外管理です。台風の被害を受けて自然繁殖が期待できない場合、幼虫をふ化させ、元の生息地に放流します。3つ目は普及啓発活動ですが、密猟を避けるために生息地を公開していないこともあって、ミヤジマトンボの存在を知らない人が多いので、各種イベントにてPRし、募金を行ったり、下敷きやバッヂを配布するなどしています。4つ目は、新たな生息地の確保です。2008年に宮島を一周し、ミヤジマトンボの生息に適した場所をみつけ、整備を始めたところ、最寄りの生息地から成虫が飛来し、産卵が確認されました。ラムサール湿地の候補地であることをふまえ、今後、公開可能な生息地を別に新たに確保し、整備することを検討しています。
　　最後に、大きな課題として、人為的な管理なしに生息環境が安定する見込みがないとうことと、生息地が常時、監視できない地域にあり、密猟の問題を除いても、一般の方へ管理を任せることが難しいということが挙げられます。

　　今後も、瀬戸内海の魅力の１つとして、ミヤジマトンボの保護活動を継続していきたいと思っています。
一般参加者：瀬戸内海には約700の島があるが、本当に生息していないのでしょうか。香港での生息状況についての情報はありますか。また、香港と宮島の間の島嶼部には生息していないのでしょうか。
中川：国内においては、宮島以外での生息は戦後から報告されていません。中国では、昔は西南部の海岸沿い生息していたとの情報がありますが、現在では香港のみで確認されています。なぜ宮島と香港で隔離分布しているのかは専門家の間でも研究対象になっています。
一般参加者：今後、別の場所で見つかる可能性があると考えていますか。

中川：全く見つかることがないとは言えません。

高橋：次に、田中様より本田組合長が発表を予定していた環境保全活動の紹介も含め、貝殻循環利用をテーマにお話し頂きます。
田中（海洋建設）：先日他界された、本田組合長（日生町漁業協同組合）とは32年来共に活動を行ってきました。本田組合長が用意した「漁業者が取り組む里海保全活動」の内容も取り入れて、岡山県で行っている貝殻循環利用技術の活用事例について紹介します。

貝床やカキ礁によって豊かな漁場が育まれることはよく知られています。貝殻は、ホタテ貝養殖やカキ養殖などによって廃棄物として扱われますが、もともと自然物であるため、海域環境の修復に使用する材料として人にとっても海にとっても極めて安全で均一だということがいえると思います。

昭和60年に、埋め立てや干拓などで失われたアマモ場を再生する取り組みが始まり、カキ殻がアマモの底質改良に非常に有効だということが分かりました。平成13年には、アマモ場の造成技術を指針としてまとめることができました。さらに、干潟やそれに続く浅海など、シルト・粘土の非常に柔らかい海域にカキ殻を撒くと、底生生物が顕著に増えるということが分かり、2006年に「カキ殻の有効利用に係るガイドライン」としてまとめています。
また、海洋牧場に貝殻を利用した事例ですが、白石島で稚魚の放流を行っている漁師の方と、どうすれば魚が増殖するか話し合う機会があり、住む場所から産卵する場所まで全て整備することが必要だということが分かりました。魚種、発育段階ごとに生息環境の評価を行い、成長に応じて移動できるような生息地を確保し、まず餌となる小さい生物から増やしていこうという方針です。こういった経緯から、海洋牧場に利用する餌を増やすための漁礁が開発され、その結果、市全体の漁獲量が10年間で倍以上になりました。日生においても同じ取り組みが行われていますが、こちらは平成25年に完了する予定です。

また、現在の取り組みとして、ダムによって土砂の供給を失った干潟へ、粉砕したカキ殻の鋤き込みを行ったり、人工島によって流動性を失った沖合に、カキ殻を上乗せする作業を行っていますが、個体数、種類ともに底生生物を顕著に増やすことができました。

日生町漁協では、このような海域環境の修復以外に、30年以上前から、海ゴミの回収を行っており、また、カキイカダの廃材を用いて炭を製造し、再利用を行っております。今後の展望として、カキ殻によってアマモを増やし、枯死したアマモを魚の餌にする、一連の流れを中心とした、有機炭素の循環促進を目指しております。

一般参加者：カキ殻の利用は全国的に行われているのでしょうか。また、シェルナースに利用したカキ殻は後々分解されてなくなると思いますが、その後は藻場になったりするのでしょうか。
田中：カキ殻の利用は、全国的には遅れています。例えば北海道ではホタテガイの殻が山積みになって困っていると聞きました。我々が成果をあげて、どれだけ有用かを示し、他の地域に広がっていけたらと思います。カキ殻は本来廃棄物のため、どれだけこのような取組みが必要か明確にする必要がありますが、地域によっては難しい場合もあります。もう一つの質問についてですが、殻の構造は安定していて、長期間維持されます。
-------------------------------------------休憩---------------------------------------------

高橋：藤本様よりニホンアワサンゴの保護を核にした海域公園指定と地域振興についてお話頂きます。
藤本（NPO自然と釣りのネットワーク）：周防大島南沖で確認されたニホンアワサンゴを核とした地域保全と地域振興の取組みを紹介します。
周防大島周辺に生息するニホンアワサンゴの規模は世界最大ではないかと考えています。ニホンアワサンゴが、この地域に生息する背景には、磯焼けという現象があるように思います。水温上昇、他にも要因はあると思いますが、アイゴが多く生息するようになってから、岩の海藻がなくなり、海底に日光が届くようになって、サンゴが生息しやすくなったのではないかと考えています。
この生息地域は来年、瀬戸内海国立公園の海域公園に指定される予定です。このような海域公園が多く点在するにも関わらず、ほとんどが活用されていないため、今後の利用と保全を検討したく、アワサンゴ協議会の設置を予定しております。現在、各自治体と連携し、設置のための準備会を開いております。

また、海域公園の指定に伴って、ビジターセンターを設置すべきだと思います。訪れた人たちがいろいろな動物植物の存在を知ることによって、この地域の重要性、魅力に気づくことができると思います。そして、瀬戸内海のモニタリングとして、アワサンゴを観察することで、ここを自然回帰の拠点にしたいと考えています。
一般参加者：アワサンゴはなぜ周防大島に適していたのでしょうか。調査を進めれば他の場所からも発見されるでしょうか。
藤本：なぜ周防大島かは分かっていません。最近、小水無瀬島でも発見されたので、この周辺の海域に生息するのかもしれません。
高橋：次に、上嶋教授より瀬戸内海の生物多様性を体感し守るためにエコツーリズムの構築と活動をテーマにお話し頂きます。
上嶋（広島工業大学）：瀬戸内海の自然の宝を享受または保護し、生物多様性の実感を高めていく必要があります。そこで、瀬戸内海の生物多様性を体感し守るためのエコツーリズムについて紹介します。
　　継続的な環境管理活動には、ナショナル・トラスト、エコツーリズム、サンクチュアリ、ミティゲーションなどがあります。エコツーリズムとは、自然を対象にした観光活動で、私たちはこれを通じた地域活性化事業を進めており、今年度は地域コーディネーター活用事業を中心に活動を進めていく方針です。罰則のあるルールづくりや、ガイダンス、プログラムづくりに取り組むため、関係機関との意見交換の場として、瀬戸内海エコツーリズム協議会を設置しました。
　　地域コーディネーター活用事業は、１つは、宮島を対象とした外国人旅行者向けエコツアーの開発です。宮島の国立公園としての世界的な知名度を広げ、エコツーリズムの向上につなげようと考えています。2つ目は、それに伴った人材育成として、養成研修を開講し、資格を認定されたものを企業に派遣する制度を整えることです。3つ目は、十分な施設の確保と整備です。

エコツーリズムの活動は、宮島、安芸灘諸島、防予諸島の３つの海域を対象としています。一般市民の協力を得て、各地域で長期的なモニタリングを実施し、分かりやすいデータの蓄積を維持するため、海域を陸域、沿岸域、海面・海中・海底と３つに分けモニタリングを行っています。陸域では白砂青松、沿岸域では干潟、藻場、海ではスナメリに焦点を当てています。
　　宮島では、経路を陸域と海に分けたコース別のツアー、安芸灘諸島では、それぞれの島固有の文化を織り交ぜながら海の歴史を学ぶツアー、防予諸島では、スナメリを観察するツアーを開催しています。
　　エコツーリズムを通じて、環境資源の利用と保全をビジネスの世界につなげ、世界に発信していくことを主な活動としています。
高橋：次に、重川様より「生物多様性えひめ戦略」の策定についてご紹介頂きます。
重川（愛媛県県民環境部）：本年12月に中国四国地方で初の策定を目指す「生物多様性えひめ戦略」の策定経緯や内容について紹介します。
愛媛県の生物多様性愛媛戦略ということで、昨年度から、委員会の設置、検討会の開催、生物多様性セミナーやNPO対象のアンケート、ワークショップそしてパブリックコメントなどを実施しました。
戦略の特徴として、希少な動植物の保護のみに焦点を絞るのではなく、日常に内包された多様な生き物とのつながり、戦略の中では「内なる生物多様性の保全」としていますが、その保全に焦点を当てることで、県民総ぐるみで生物多様性の保全に取り組む方針となっています。一般県民の方に生物多様性と自分たちが関係していることを理解していただくため、身近な生物多様性に着目しています。
長期的な政策推進テーマとして「伝えていこう！生き物の恵みと愛媛の暮らし」というテーマを発表しました。レッドデータブックの改定や、希少な動植物の保護管理を促進するプロジェクトを考えています。
また、「えひめの生物多様性認識度3割アッププロジェクト」ですが、これは一般の方々に生物多様性について認識していただくためのプロジェクトです。まず、県民のみなさまを対象にしたワークショップを開催し、生物多様性を発掘・発見していただき、その中から保全活動・啓発活動・エコツーリズムに繋がるようなものを生物多様性カードとしてカード化することを予定しています。最終的には「えひめの生物多様性博」として、生物多様性の様々な個性を体験してもらう博覧会を県下各地で開催したいと考えております。
推進体制についてですが、関係機関・関係者が入った協議会の新たな設置と、大学やNPOの専門家を結ぶ「えひめの人と生きもの学会」の新設を予定しております。また、愛媛県の生物多様性センターの設置を現在検討、準備しているところです。
地域の生物多様性を保全再生していけば、特色ある文化の保全再生につながります。そして、特色ある文化があれば、地域に魅力が生まれ、結果的に地域が活性化し再生していきます。

一般参加者：どこのどのような生物多様性を戦略的に守ろうとしているのでしょうか。そして、なぜそれを守る必要があるのでしょうか。
重川：愛媛県には様々なタイプの生態系があるため、それぞれの地域で、そこの住民が誇りに思う地元の生物多様性を守っていければよいと思います。
一般参加者：それぞれと言っても、人的にも予算的にも難しい場合がありますが、そのような場合、どこを重点的に守ればよいのでしょうか。
重川：県下各地でワークショップを実施して、重点的に守るべき場所について議論をしたいと思います。

一般参加者：広島の人は瀬戸内海への関心が高いが、愛媛の人はそうでないように感じます。愛媛の瀬戸内海沿いは乾燥した松林が多いため、学者の多くがあまり関心を持たず、南予にばかり注目しています。そもそもの瀬戸内海の定義とは何でしょうか、そこに流れ込む河川なども含めるのでしょうか。
重川：検討委員の先生方からは流域、森も含めて守る必要があると言われています。
一般参加者：上嶋先生は瀬戸内海の定義をどうお考えでしょうか。

上嶋：誰に説明するかで答えは変わってきます。瀬戸内海は文字通り内海であり、陸と海とが密接しており、分水嶺の内側からすべて瀬戸内海であり、いろいろな機能が作用しながら生態系を作っています。一方で、人類的な意味での瀬戸内海というと、先ほど里海という言葉も出たように、社会的な構成のなかでの瀬戸内海が作られており、そこには様々な利害関係もあります。自然形態を構成する瀬戸内海と社会的な瀬戸内海をあわせて瀬戸内（せとうち）と呼ぶのではないかと思います。
水谷：ここで全体の発表を通じての質疑の時間を取りたいと思います。
一般参加者：環境省への意見ですが、生物多様性の重要性をPRすることに重きが置かれていて、生物多様性を守るシステム、仕組み作りが弱いと思います。例えば、RLに記載された絶滅危惧種は売買や譲渡も禁止されていません。雰囲気として生物多様性を守ろうというのではなく、守るための仕組み作りをしてほしいと思います。
水谷：絶滅危惧種については確かにRLに記載されただけで規制はなく、種の保存法の国内希少野生動植物種に指定されることで初めて規制がかかります。希少種への指定が難しく、種数が少ないというのは確かで、努力不足でもあります。規制をかけて効果のある種については、指定を進めていきたいと思います。
一般参加者：そういった規制がかかると、絶滅危惧種に指定されていない種についても、もう少しで指定されるかもしれない種についても、採集が止まるといった効果があると思います。
水谷：実際に効果のある取組みより、PRに重点が置かれているとの指摘がありましたが、実際に人と自然の距離が遠くなっており、人々の自然への関心が薄くなっている状況を改善していくことも大事だと思います。全体として生物多様性の保全を図っていくためには、PRにもポイントはあり、こういった意味でこのような座談会を開いて事例を発信していくことも重要であると思っています。
一般参加者：愛知目標を地域の目標におとすにはどうしたらよろしいでしょうか。地域によっては経済活動を重視すべき場所もありますし、愛知目標を地域にそのまま落し込むことはできないと思います。
奥田：愛知目標は国家間の約束であり、これを受けて国家戦略を改定します。地域戦略に愛知目標をそのまま落し込むことは難しいと思います。出来るだけ身近なレベルでの戦略を策定して頂き、それが最終的に愛知目標につながればと思っています。IUCN-Jが「にじゅうまるプロジェクト」を実施し、自分達の活動が愛知目標のどれに関係するのか説明しながら、愛知目標に当てはまる活動を募集しています。政府としてもこのプロジェクトを支援していきますので、皆さんが活動を見直し、やってみたいことがあればぜひこのプロジェクトに応募して頂ければと思います。
一般参加者：今日、「国際生物多様性の10年」について聞いたが、2014年までの「持続可能な開発のための教育（ESD）の10年」というのもありました。並行してやるというのはどういうことなのでしょうか。生物多様性が持続可能な開発にどうつながっていくのでしょうか。生物多様性の10年の展開について何か計画がありますか。
水谷：各分野でいろいろな活動がされており、縦割りということもあり複数の取組みが存在します。
奥田：生物多様性の10年については今年の12月に石川県でオープニングセレモニーが行われ、2020年には何らかの形でレビューがあると思います。また、生物多様性条約についてはその進捗をはかるための指標を議論しています。各国が国家戦略を改定し、2020年に向けた10年で何をすべきかという計画を作ることになっています。それぞれの条約が縦割りになってしまうが、それぞれの視点での取り組みの結果が持続可能な開発や貧困削減、生物多様性の保全につながるのではないかと思います。
一般参加者：息子が小学校3年生の時に学校からでモンシロチョウの幼虫を取ってくるように言われましたが、多くの子どもたちが親と一緒でも取れませんでした。親の世代でもモンシロチョウの幼虫がキャベツ畑にいることを知りません。上のレベルの話ばかりになっていますが、子どもたちが生き物に触れる機会がないなど、基本的なところが解決されていないため、このような身近な事をこの10年で考えて頂きたいと思います。
水谷：人と生物の距離が遠くなっているのは確かです。いろいろな人の活動を通じてその距離が縮まればと思っています。
閉　会
